
健康教育委託料 957,770円　特定健診未受診者対策委託料 1,893,287円　通信運搬費 136,263円
会計年度任用職員給料 2,060,400円　通勤手当 50,400円　期末手当 267,852円　時間外勤務手当
69,880円　社会保険料及び各種負担金等 480,669円　消耗品費 31,178円　ソフトウエアライセンス料
145,200円

備　 考 　東みよし町国民健康保険より執行委任を受け、健康づくり課で事業実施している。

項 目

特定財源の名称・金額 保険者努力支援交付金 4,613,000円　特別調整交付金 1,154,000円

令和４年度
経費の内訳

事務事業に係る経費の詳細

予算科目（歳出区分) 会計 2 国民健康保険事業特別会計 款 4 保険事業費

  うち繰越分↓   うち繰越分↓
 一般財源(e) 162,946

  うち繰越分↓
325,899

  うち繰越分↓   うち繰越分↓
うち受益者負担

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓   うち繰越分↓
 その他(d)

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

5,767,000
  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

6,258,079
  うち繰越分↓

  うち繰越分↓   うち繰越分↓

財
源
内
訳

 国庫支出金(a)
  うち繰越分↓

 県支出金(b) 3,236,000
  うち繰越分↓

 地方債(c)
  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

6,258,079
  うち繰越分↓

0 0 0

３　事業費の推移と評価対象年度経費

令和３年度 令和４年度（評価対象年度） 令和５年度（見込）

事業費【(a)～(e)の合計】 3,398,946
  うち繰越分↓

6,092,899

事務事業の内容
どのような方法・手段で
事務事業を行ったか

　平成26年度より国保ヘルスアップ事業を開始。特定健診未受診者対策として通知勧奨を実施。対象者を
生活習慣病に関する医療機関受診の有無等で判定し、グループごとにデザインを変更してアプローチし
た。
　健康教室については、国民健康保険被保険者に対してケーブルテレビによる国保運動教室を放映する
ことを告知した。令和4年度は放映前後に講師による体力測定を実施し、今の自分の筋肉量や生活習慣
病予防のためにどこを鍛えたらよいかなど助言を行った。体力測定の際に、対象者には体組成測定や血
圧測定をし、個々の身体状況を確認をした。
　令和4年度特定健診受診者の中から生活習慣病の発症及び重症化予防が必要な対象者を選定して、保
健師・管理栄養士による健康相談実施し、生活習慣の改善や医療機関への受診を促した。

事務事業の成果
結果・実績はどうか

　令和4年度特定健診受診率は45.2％だった（令和5年1月時点）。新型コロナウイルス感染症の流行下で
あったが、令和3年度の受診率と比較しても横ばいを維持できた。
　また、体力測定参加者は『今年度必ず特定健診を受診』を条件とすることで、新規特定健診受診者を増
やすことができた。

特記事項

２　事務事業の目的・内容・成果

事務事業の対象
具体的に誰(なに)を

40歳から74歳までの国民健康保険被保険者 対 象 者
1,973人

（令和4年4月）

事務事業の目的
どのような状態にしたいのか

　被保険者の生活習慣病重症化予防・発症予防を実施し、長期的な視点での医療費の削減をめざす。

事業継続年数 事業開始年度 平成26年度

分野別施策 １　健康づくり・医療体制の充実 所 属 長 戸澤 幸代

主な施策 ２　各世代の各種健診・指導等の充実 電話番号 82-6323

第２次
総合計画体系

政策目標 １　健やかに暮らせるまち 担当部署 健康づくり課

根拠法令等 高齢者の医療の確保に関する法律

事業実施方法区分

東みよし町 事務事業評価シート 評価年度 令和５年度 事業年度 令和４年度

１　事務事業の概要

事務事業名 国保ヘルスアップ 整理番号 1307-009

町直営 全部委託 一部委託 補助金等指定管理

5年以内 6年～10年 11年～20年 21年以上


